
香川大学教育実践総合研究（Bull. Educ. Res. Teach. Develop. Kagawa Univ.），38：１－11，2019

児童・生徒からの援助要請に対する教師の 
必要性認知に関する研究

岡田　涼 ・ 池田　七海＊

（学校教育） （大学院教育学研究科）

760－8522　高松市幸町１－１　香川大学教育学部　　　　　
＊760－8522　高松市幸町１－１　香川大学大学院教育学研究科

A Study on Teachers Perceived Necessities of  
Children’s Help-Seeking
Ryo Okada and Nanami Ikeda＊

Faculty of Education, Kagawa University, 1-1 Saiwai-cho, Takamatsu 760-8522
＊Graduate School of Education, Kagawa University, 1-1 Saiwai-cho, Takamatsu 760-8522

要　旨　本研究では，児童・生徒からの援助要請に対して，教師がその必要性をどの程度感
じているかを示す「援助要請の必要性認知」の特徴を明らかにすることを目的とした。小中
校の現職教員を対象に質問紙調査を行った。分析の結果，援助要請の必要性認知は，学校
種，教職経験年数，教師自身の被援助志向性によって異なることが示された。児童・生徒の
援助要請に対する教師側の意識に焦点をあてることの必要性について論じた。

キーワード　援助要請の必要性認知　学校教員　被援助志向性

問題と目的
　学校生活のなかで，児童・生徒は悩みを抱え
ることがある。友人関係に関するものであった
り，学業に関するものであったりと，悩みの種
類はさまざまであるが，適切に解決を行うこと
が学校適応に影響する。その際，児童・生徒の
自力解決も必要であるが，個人の力量を超える
場合には，周囲の他者に援助を求めることが不
可欠である。
　児童・生徒が教師に悩み等を相談する行動
については，援助要請（help-seeking）とい
う視点から検討されてきた。援助要請は，「個
人が解決しなければならない問題やその必要
があり，他者により時間，努力その他の資
源が与えられるならば解決が可能であるとき

に，他者に直接援助を求めること」である
（DePaulo，1983）。実証研究では，援助要請を
捉えるためにいくつかの異なる概念と測定具が
用いられている。代表的なものとしては，援助
要請行動，援助要請態度，援助要請意図，援助
要請意志などがある（永井，2017）。これらの
概念は，行動的か認知的かという次元や，援助
要請に至るまでの時系列における位置づけとい
う点で区別され（本田・新井・石隈，2011），
それぞれ児童・生徒の援助要請の異なる側面を
捉えるものである。
　児童・生徒が援助要請を行う対象としては，
家族や友人など複数の人的資源が考えられる。
そのなかで教師の存在は重要である。児童・生
徒にとって，教師は学校生活のなかで多くの時
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間をともに過ごす他者であり，また児童・生徒
個人や学級集団に対して一定の影響力をもち得
る存在である。石隈（1999）は，児童・生徒に
とっての援助資源を分類するなかで，教師を複
合的ヘルパーとして位置付けている。教師は，
職業上の役割として児童・生徒に多様な心理教
育的援助サービスを行うことが期待されてい
る。そのため，児童・生徒が解決すべき問題を
抱えた際に，必要に応じて教師に援助を求める
ことは重要であるといえる。
　しかし，悩みを抱えた際に，児童・生徒は必
ずしも教師に援助を求めないことを示唆する研
究がある。たとえば，永井（2012）は，中学生
の援助要請意図を調べ，教師に対する援助要請
意図は友人や親に対する援助要請意図よりも低
いことを明らかにしている。また，佐藤・渡
邉（2013）は，小学生を対象に相談のしやすさ
と援助要請による問題の解決状況について検討
している。その結果，相談のしやすさについて
は，担任教師は保護者や友だちよりも低いもの
の，実際に担任教師に相談した場合には，悩み
が解決した割合が高いことが示唆された。これ
らのことから，児童・生徒にとって教師は必ず
しも援助要請をしやすい対象ではないものの，
実際の援助資源としては力をもつ存在であると
いえる。
　では，潜在的な援助者である教師は，児童・
生徒の援助要請をどのようにみているのであろ
うか。児童・生徒の援助要請を教師の視点から
捉えた研究はあまり多くない。杉岡・林・熊谷・
枡・秋山・丹野（2016）は，小学校教員を対象
に調査を行い，仲間外れ傾向，不登校傾向，発
達障害傾向にある児童は，いずれも援助要請を
できない傾向があることを報告している。この
研究は教師からみた援助要請を扱っているもの
の，特別なニーズをもつ児童の援助要請のみ
に焦点をあてており，また援助要請ができる
かどうかという点のみに注目している。Ryan, 
Patrick, ＆ Shim（2005）は，教師の評定をも
とに，小学生の学業的援助要請のスタイルを分
類することを試みている。その結果，適切な援
助要請を行う児童，依存的な援助要請を行う児

童，援助要請を回避する児童の３グループが見
出され，グループによって児童が評定した教師
からのサポートや教師との関係に対する効力感
が異なることが示された。この研究では，教
師が児童の援助要請の特徴を評定しているもの
の，援助要請に対して教師自身がどのように考
えているかには焦点があてられていない。
　潜在的な援助者である教師が援助要請に対し
てどのような意識をもっているかは，児童・生
徒の援助要請に影響する可能性が考えられる。
野﨑・石井（2005）は，中学生を対象に，援助
要請に対する教師の好みと承認の認知が学業的
援助要請に及ぼす影響を調べている。その結
果，「教師が援助要請を好んでおり，援助要請
を承認している」と認知している生徒ほど，実
際に教師に援助要請を行う傾向がみられた。こ
の結果から，児童・生徒は教師が援助要請に対
してどのような意識をもっているかを気にして
おり，その捉え方が援助要請を規定している部
分があることが示唆される。そのため，潜在的
な援助者である教師が児童・生徒からの援助要
請をどのように捉えているかに焦点をあてるこ
とが重要であるといえる。
　本研究では，教師が児童・生徒からの援助要
請の必要性をどのように捉えているかに焦点を
あてる。「児童・生徒がさまざまな悩みや問題
に関して教師に援助要請を行うことを，必要
かつ望ましいものであると感じる程度」を援
助要請の必要性認知（perceived necessities of 
help-seeking）とし，現職教員を対象に援助要
請の必要性認知の特徴を明らかにすることを目
的とする。特に，援助要請の必要性認知の特徴
について，（１）学校種による違い，（２）教師
の教職経験年数による違い，（３）教員養成課
程の学生との比較，（４）教師自身の被援助志
向性との関連，の４点から検討する。
　１つ目に，学校種による違いを検討する。い
くつかの研究で，教師がもつ児童・生徒観や指
導観は学校種によって異なることが示されてい
る（林・藤田・﨑濱，2016；瀬戸，2009）。援
助要請の必要性認知も，児童・生徒が問題に際
してどのように行動すべきかに関する児童・生
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徒観あるいは指導観の一種であると考えると，
教師がどのような悩みについての援助要請を必
要であると認知するかは，学校種によって異な
ると予想される。たとえば，小学校段階では社
会的スキルなど他者とうまくかかわる力が発達
途上であるとすると，友人関係や仲間関係に関
する悩みについては，小学校教員の必要性認知
が高いと予想される。また，学校段階が上がる
につれて，学習内容が高度になったり，卒業後
の進路が多様になってくることを考慮すると，
高校教員は学習や進路に関する悩みについて援
助要請を必要と考えていると予想される。
　２つ目に，教職経験年数による違いを検討す
る。教師の成長過程に関する研究では，教職経
験を重ねていくとともに，教師はさまざまな面
での技術や知識を発達させていくことが指摘さ
れている（秋田，1996；吉崎，1998）。平田・
小泉（1997）が現職教員を対象に行った調査で
は，教職経験が長いほど，生徒指導や学級経営
の重要性を強く認識していた。援助要請が生徒
指導や教育相談の契機となり得るものであるこ
とを考えると，教職経験年数が長い教師ほど援
助要請の必要性を高く認知すると予想される。
　３つ目に，教師自身の被援助志向性との関連
を検討する。被援助志向性は，「個人が，情緒
的・行動的問題および現実生活における中心的
な問題で，カウンセリングやメンタルヘルス
サービスの専門家・教師などの職業的な援助者
および友人・家族などのインフォーマルな援助
者に援助を求めるかどうかについての認知的枠
組み」である（水野・石隈，1999）。本研究で
の援助要請の必要性認知は，児童・生徒が援助
要請を行うことに対する認知的な判断であるた
め，自身が援助要請に対してもつ認知的枠組み
である被援助志向性と関連すると考えられる。
困難に際して他者から援助を受けることを好ま
しく思い，抵抗感をもたない教師ほど，児童・
生徒に対しても援助要請の必要性を高く認知す
ると考えられる。
　４つ目に，教員養成課程の学生との比較を行
う。これまで，教師のさまざまな特徴につい
て，教員養成課程の学生との比較によって検討

されてきた（林他，2016；平田・小泉，1997；
川上・秋山，2006）。そのなかで，学生と比べ
て現職教員は，子ども中心の児童・生徒観を
もっていることや，教職に関わる多様な技術や
能力を重視していることが示されている。個々
の児童・生徒の援助要請を促し，教育相談につ
なげることも教職のひとつの側面であるとする
と，学生よりも現職教員の方がさまざまな悩み
に関する援助要請を必要であると認知している
と考えられる。

方法
対象者
　現職教員195名に回答を依頼した。心理尺度
に対する回答に不備のあった教師のデータお
よび特別支援学校に勤務する教師の回答を除
き，169名（男性60名，女性109名）を分析対象
とした。教職経験年数の平均は17.27年（SD＝
9.74）であった。勤務校の学校種の内訳は，小
学校が65名，中学校が35名，高等学校が69名で
あった。また，比較のために教員養成課程の学
生として，国立大学法人A大学とB大学の教育
学部の学生248名に回答を依頼した。心理尺度
に対する回答に不備のあった学生のデータを除
き，237名（男性92名，女性142名，未記入３名）
を分析対象とした。平均年齢は19.56歳（SD＝
0.92）であった。
質問紙
　援助要請の必要性認知　永井・松田（2014），
永井・新井（2005）を参考に，児童・生徒が援
助要請を行う必要性を感じ得る悩みとして，22
個の悩みを設定した。教師に対しては，現在担
任しているクラスもしくは教科担任等でもっと
も関わりの多いクラスを想像してもらった。そ
のクラスの児童・生徒が，それぞれの悩みを抱
えた際に回答者である教師自身に相談した方が
よいと思う程度について，「１：思わない」か
ら「５：思う」の５件法で回答を求めた。学生
に対しては，児童・生徒がそれぞれの悩みを抱
えた際に，担任教師に相談した方がよいと思う
かどうかについて尋ねた。想定する児童・生徒
として，小学生，中学生，高校生の３バージョ
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ンを作成し，いずれか１つをランダムに配置し
た。結果的に，小学生が85，中学生が92，高校
生が60であった。尺度項目の作成過程では，項
目の候補を作成した後，小学校教員１名に表現
等をチェックしてもらい，若干の修正を行っ
た。
　被援助志向性　田村・石隈（2001）の「被援
助志向性尺度」11項目を用いた。「援助の欲求
と態度」，「援助関係に対する抵抗感の低さ」の
２下位尺度からなる。各項目について，「１：
あてはまらない」から「５：あてはまる」の５
件法で回答を求めた。
手続き
　教師に対しては，教員免許状更新講習の場で
協力を依頼した。調査の趣旨と目的，回答が任
意であること，講習の評価とは無関係であるこ
とを口頭と紙面で説明し，同意の得られた者の
み回答した。講習では教育相談にかかわる内容
を扱っており，調査の内容が講習内容と関連す
るものであることを事前に伝え，回答時間後に
は調査内容を踏まえて援助要請の研究知見につ
いて詳細な説明を行った。
　学生については，大学の講義の時間中に調査
の趣旨，回答の任意性，成績と無関係であるこ
と等について説明し，回答を依頼した。同意が
得られたもののみ回答した。調査は授業内容と
関連付けて実施し，回答した場合でも回答しな
かった場合でも，調査内容についての詳細な解
説を通じて，援助要請の概念や研究知見を学習
できる場とした。

結果
援助要請の必要性認知尺度の構成
　教師のデータを用いて，援助要請の必要性認
知尺度の因子構造を検討した。探索的因子分
析（最尤法・プロマックス回転）を行い，固有
値の減衰状況と因子の解釈可能性から３因子解
を採用した。いずれの因子にも負荷量が．４未
満の２項目を削除し，再度因子分析を行った結
果をTable１に示す。第１因子には，主に「16．
友だちからいじめられたとき」などの友人関係
上の問題に関する項目と「17．クラスの雰囲気

が悪いとき」など学級の問題に関する項目の負
荷が高かったため，「友人関係・学級の悩み」
因子とした。第２因子には，主に「11．家族と
の仲がうまくいかないとき」などの家族の問題
に関する項目と「13．自分の容姿で気になるこ
とがあるとき」などの自身の心身の問題に関す
る項目の負荷が高かったため，「家族・自己の
悩み」因子とした。第３因子には，「14．自分
がどのような職業に向いているか知りたいと
き」などの進路の問題に関する項目と「１．成
績のことで悩んだとき」など学業上の問題に関
する項目の負荷が高かったため，「進路・学習
の悩み」因子とした。各因子に対して負荷の高
い項目群を下位尺度項目とし，項目の合計を下
位尺度得点とした。α係数は，「友人関係・学級
の悩み」が.92，「家族・自己の悩み」が.90，「進
路・学習の悩み」が.81であった。
　学生のデータについて，教師を対象とする因
子分析の結果をもとに，確認的因子分析を行っ
た。モデルの適合度は，CFI＝.87，RMSEA
＝.10，SRMR＝.07とやや低い値であった。修
正指数をもとに，項目５と項目６，項目18と項
目19の間に共分散を想定して再度分析を行った
ところ，適合度は，CFI＝.90，RMSEA＝.09，
SRMR＝.07と改善した。因子負荷量はすべて.4
以上であった。α係数を算出したところ，「友
人関係・学級の悩み」が.91，「家族・自己の悩み」
が.91，「進路・学習の悩み」が.73と一定の値を
示した。以上のことから，教師と同様の項目構
成で下位尺度得点を算出した。
学校種による援助要請の必要性認知の違い
　教師のデータを用いて，学校種による援助要
請の必要性認知の差を調べた。各下位尺度に対
して，学校種を独立変数とする分散分析を行っ
た１（Table２）。友人関係・学級の悩みについ
ては，有意な差はみられなかった（η２＝.02，F

（2,166）＝1.89，n.s.）。家族・自己の悩みについ
ては，有意な差がみられ（η２＝.09，F（2,166）＝
8.19，p＜.001），小学校教員と中学校教員が高
校教員より高かった（d＝0.65）。進路・学習の
悩みについては，有意な差はみられなかった

（η２＝.01，F（2,166）＝0.71，n.s.）。
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Table１　援助要請の必要性認知尺度の因子分析結果（プロマックス回転後）

　 １ ２ ３ Mean SD

16．友だちからいじめられたとき 　.96 －.02 －.18 4.68 0.68
17．クラスの雰囲気が悪いとき 　.85 －.06 　.09 4.51 0.82
20．クラス外の友だちがいじめられているとき 　.83 　.07 －.10 4.53 0.71
15．クラスでの問題を解決したいとき 　.82 －.16 　.12 4.42 0.94
21．友だちに無視されたとき 　.73 　.17 　.01 4.45 0.78
４．友だちに仲間外れにされたとき 　.67 　.15 －.01 4.55 0.61
５．学校に行くのがつらくなったり，行きたくなくなったり

したとき 　.66 　.18 －.09 4.58 0.65

18．ネットトラブルにあったとき 　.54 　.00 　.22 4.16 0.98
11．家族との仲がうまくいかないとき 　.12 　.84 －.11 3.91 0.90
13．自分の容姿で気になることがあるとき －.13 　.82 　.09 3.59 1.07
22．家族内の雰囲気がよくないとき 　.10 　.76 　.06 3.78 0.99
３．自分の性格で気になることがあるとき 　.03 　.76 －.15 3.99 0.86
２．家族の誰かに怒られて、いらいらしたとき －.01 　.76 －.08 4.02 0.93
19．不眠や食欲不振が続いたとき －.03 　.63 　.23 3.97 0.99
６．なぜかひどく落ち込んだり，逃げ出したい気分に襲われ

たとき 　.07 　.62 　.13 4.17 0.87

10．誰かの先生に対して不満があるとき 　.12 　.43 　.21 4.07 0.91
14．自分がどのような職業に向いているか知りたいとき －.27 　.18 　.81 3.89 0.91
１．成績のことで悩んだとき 　.23 －.08 　.68 4.31 0.92
９．卒業後の進路に悩んだとき －.01 　.06 　.65 4.24 0.89
７．自分にあった勉強方法がわからないとき 　.35 －.22 　.59 4.25 1.01

F１ 　.46 　.55
F２ 　.29

Table２　教師と学生による援助要請の必要性認知

小学校 中学校 高校
F値 η２

Mean SD Mean SD Mean SD

教師
　友人関係・学級の悩み 36.65 4.77 36.17 4.94 35.01 5.15 1.89 0.02
　家族・自己の悩み 32.86 4.49 33.14 6.30 29.39 6.01 8.49＊＊＊ 0.09
　進路・学習の悩み 16.52 3.00 16.40 3.27 17.03 2.82 0.71 0.01
学生
　友人関係・学級の悩み 34.99 5.81 34.57 4.67 32.92 6.29 2.63 0.02
　家族・自己の悩み 30.23 6.57 28.96 6.55 26.98 6.71 4.24＊ 0.03
　進路・学習の悩み 16.64 2.64 17.32 2.16 17.53 2.16 3.04＊ 0.03
＊p＜.05，＊＊＊p＜.001
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Figure 1 学校種と教職経験年数による友人関係・学級の悩みに関する援助要請の必要性認
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学校種と教職経験年数による援助要請の必要性
認知の違い
　教師のデータを用いて，学校種ごとに教職経
験年数と援助要請の必要性認知との関連を調べ
た。各下位尺度に対して，教職経験年数と学校
種および両者の交互作用項を説明変数とする重
回帰分析を行った。教職経験年数については，
多重共線性の問題を避けるために中心化を行っ
た（Jaccard ＆ Turrisi, 2003）。学校種につい
ては，中学校教員を示すダミーコード（学校ダ
ミー１）と高校教員を示すダミーコード（学校

ダミー２）を作成した。なお，教職経験年数の
効果の解釈のしやすさを考慮して，非標準偏回
帰係数を報告する（Table３）。
　友人関係・学級の悩みについては，説明率
が有意であり（R２＝0.07，p＜.05），教職経験
年数×学校ダミー２の交互作用項（B＝－0.16，
p＜.001）が有意であった。ここでの主効果項

（B＝0.08，n.s.）は，ダミーコードの割りあて
方から，小学校教員における効果を示してい
る。交互作用項が有意であったので，ダミー
コードを新たに作成し，中学校教員と高校教員

Table３　援助要請の必要性認知に対する重回帰分析の結果

　 友人関係・学級
の悩み

家族・自己
の悩み

進路・学習
の悩み

定数 36.60＊＊＊ 32.69＊＊＊ 16.48＊＊＊

教職経験年数 0.08　 0.05　 0.08＊　

学校ダミー１（中学＝１，その他＝０） －0.53　　 0.31　 －0.03　　
学校ダミー２（高校＝１，その他＝０） －1.41　　 －3.25＊＊＊　 0.51　
教職経験年数×学校ダミー１ －0.18　　 －0.19　　 －0.03　　
教職経験年数×学校ダミー２ －0.23＊＊　　 －0.09　　 －0.05　　

R２ 0.07＊　 0.10＊＊ 0.04　
注．定数以外の各項の値は，非標準偏回帰係数を示す。
＊p＜.05，＊＊p＜.01，＊＊＊p＜.001

Figure１　学校種と教職経験年数による友人関係・学級の悩みに関す
る援助要請の必要性認知
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における教職経験年数の効果を調べた。その結
果，中学校教員においては，教職経験年数は有
意な関連を示さなかったが（B＝－0.10，n.s.），
高校教員においては有意な負の関連を示した

（B＝－0.15，p＜.05）。学校種ごとの教職経験年
数と援助要請の必要性認知の散布図をFigure
１に示す。家族・自己の悩みについては，説
明率が有意であり（R２＝0.10，p＜.01），学校ダ
ミー２が有意であった（B＝－3.25，p＜.001）。
進路・学習の悩みについては，説明率が有意で
はなかった（R２＝0.04，n.s.）。
援助要請の必要性認知と被援助志向性の関連
　教師のデータを用いて，援助要請の必要性認
知と被援助志向性との関連を検討した。被援
助志向性については，先行研究（田村・石隈， 
2001）をもとに下位尺度得点を算出した（援
助の欲求と態度：α＝.76，援助関係に対する抵
抗感の低さ：α＝.68）。友人関係・学級の悩み
は，援助の欲求と態度（r＝.19，p＜.05），援助
関係に対する抵抗感の低さ（r＝.16，p＜.05）
と弱いながらも有意な正の相関を示した。家
族・自己の悩みは，援助の欲求と態度（r＝.20，
p＜.01）， 援 助 関 係 に 対 す る 抵 抗 感 の 低 さ 

（r＝.21，p＜.01）と弱いながらも有意な正の相
関を示した。進路・学習の悩みは，援助の欲求
と態度（r＝.02，n.s.），援助関係に対する抵抗
感の低さ（r＝.06，n.s.）のいずれとも有意な相
関を示さなかった。
援助要請の必要性認知に関する教師と学生との
差
　援助要請の必要性認知に関する教師と学
生の差を調べた（Table２）。比較に際して，
教師の学校種に対応する児童・生徒につい
て回答した学生のデータを用いた。友人関
係・学級の悩みについて，小学校教員（d＝
0.31，t（148）＝1.87，n.s.）， 中 学 校 教 員（d＝
0.34，t（125）＝1.70，n.s.）では有意な差がみら
れず，高校教員は学生より有意に高かった（d

＝0.37，t（127）＝2.08，p＜.05）。家族・自己の
悩みについて，小学校教員（d＝0.46，t（148）
＝2.77，p＜.01），中学校教員（d＝0.65，t（125）
＝3.25，p＜.01）， 高 校 教 員（d＝0.38，t（127）

＝2.15，p＜.05）がいずれも学生より有意に高
かった。進路・学習の悩みについて，小学校
教員（d＝0.04，t（148）＝0.26，n.s.），中学校教
員（d＝0.37，t（125）＝1.85，n.s.）， 高 校 教 員 

（d＝0.20，t（127）＝1.12，n.s.）のいずれも学生
との間に有意な差はなかった。

考察
　本研究では，児童・生徒の援助要請について，
援助者である教師がその必要性をどのように捉
えているかを明らかにすることを目的とした。
そのために，援助要請の必要性認知という概念
を設定し，（１）学校種による違い，（２）教職
経験年数による違い，（３）教師自身の被援助
志向性との関連，（４）教員養成課程の学生と
の比較，の４点からその特徴を検討した。
　因子分析の結果，援助要請の必要性認知につ
いては友人関係・学級の悩み，家族・自己の悩
み，進路・学習の悩みの３因子が得られた。永
井（2012）は，児童・生徒が抱える悩みとその
援助要請について，心理・社会的問題と学習・
進路的問題に大別して検討している。本研究で
見出された家族・自己の悩みは心理・社会的問
題に対応し，進路・学習の悩みは学習・進路的
問題に対応している。友人関係・学級の悩みは，
永井（2012）では心理・社会的問題に含まれて
いたものであるが，本研究では別の因子として
抽出された。家族に関する悩みと友人関係や学
級内の仲間関係の悩みは，いずれも対人関係に
関するものであるが，その悩みについて援助要
請が必要かどうかという点では，教師はやや異
なるものとして認知しているといえる。友人関
係や学級内の仲間関係の問題は，比較的教師が
直接目の当たりにすることが多く，また学級経
営にも直接的な影響を及ぼしやすいと考えられ
る。一方で，児童・生徒の家族や家庭に関する
ことは，教師からは直接見えにくく，介入し難
い部分が大きいと考えられる。こういったこと
を反映して，友人関係・学級の悩みと家族・自
己の悩みが別の因子として抽出されたものと考
えられる。
　学校種による違いとして，家族・自己の悩み
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については，高校教員に比して小学校教員の必
要性認知が高かった。山内・小林（2000）は，
小学校から高校の教師を対象に，教職に対する
意識を調査している。そのなかで，高校教員に
比して小学校教員は，子どもがさまざまなメッ
セージを発していると感じており，子どもの気
持ちを汲み取ろうという意識が高いことが示さ
れている。小学校教員は，児童の援助ニーズを
強く意識しているため，家族や自己に関する悩
みの援助要請についてもその必要性を高くと
感じるものと考えられる。また，前原（1994）
は，小学校教員や中学校教員に比して，高校教
員が教師効力感の一側面である教師の力量の
評定が低いことを報告している。教師の力量
は，結果期待にあたる側面であり，一般的に教
師が児童・生徒に影響を与え得る程度について
の期待を示すものである（Woolfolk Hoy, Hoy, 
＆ Davis, 2009）。高校教員においては，生徒に
対して教師がもつ影響力を比較的低くみている
といえる。そのため，生徒からの援助要請に対
して解決の困難さを予期しやすく，そのことが
必要性認知の低さに反映されていると推察され
る。特に，介入の難しい家族の問題や生徒個人
の内面の問題について，援助要請の必要性認知
が低くなったと考えられる。
　教職経験年数による効果は，高校教員におい
てのみみられた。教職経験年数が長い教師ほど
生徒指導や学級経営を重視していることから

（平田・小泉，1997），援助要請の必要性認知も
教職経験年数とともに高くなると予想してい
た。しかし，そういった傾向はみられず，高校
教員においてのみ教職経験年数とともに友人関
係・学級の悩みに関する援助要請の必要性認知
が低くなっていた。Figure１の回帰直線をみ
ると，教職経験年数が短い新任教員の間では学
校種による差が小さく，教職経験年数が長くな
ると高校教員が友人関係や学級の悩みに関する
援助要請を必要と感じにくくなる傾向があると
いえる。山内・小林（2000）では，他の学校種
の小学校教員や中学校教員に比べて，高校教員
は生徒と打ち解けた関係を築きにくかったり，
生徒の間に入っていくことに抵抗を感じる傾向

があることが示されている。このことは生徒と
の年齢差が離れるほど大きくなり，特に教職経
験年数が長い教員において生徒との距離を感じ
るようになると推察される。こうした意識を背
景として，生徒の友人関係や学級内の仲間関係
についての悩みは，高校教員にとってやや遠い
ものと感じられ，援助要請の必要性認知が低く
なっていくものと考えられる。
　教師自身の被援助志向性は，弱いながらも友
人関係・学級の悩みと家族・自己の悩みに関す
る援助要請の必要性認知と正の関連を示した。
他者に援助を求めることに抵抗感がなく，日ご
ろから援助関係のなかで問題を解決しようとし
ている教師ほど，児童・生徒に対しても援助要
請を求める傾向があると考えられる。被援助志
向性は，援助を要請したり，受けたりすること
に対する肯定的，否定的な認知であり（本田
他，2011），他者の援助を受けて問題を解決す
ることに対する個人の価値観を反映するもので
あるといえる。自身が援助を受けることに肯定
的な意識をもっている教師は，児童・生徒にも
悩みを抱えた際に援助を求めることを望んでい
るのだと考えられる。
　現職教員と教員養成課程の学生の比較では，
友人関係・学級の悩みと家族・自己の悩みにつ
いて差がみられた。友人関係・学級の悩みにつ
いては高校教員が学生より高く，家族・自己の
悩みについてはいずれの学校種の教師も学生よ
り高かった。松永・中村・三浦・原田（2017）
は，新任教師が就職後に直面するリアリティ・
ショックのひとつとして，「授業に注げる時間
が少ない」「本当に必要だと思う仕事ができな
い」などの多忙さがあることを明らかにしてい
る。このことから，教職に就く以前の学生は，
実際の教職に伴う仕事の多様さを十分に認識で
きていないと考えられる。実際には，教師は授
業や進路以外にも，児童・生徒が抱える多様な
悩みにかかわっているが，教員養成課程の段階
では，学生の主な視点は授業等の学習指導にあ
り，保護者対応や児童・生徒の心理的な問題へ
の対応については授業と直接的に関係しないた
め，イメージをもちにくいと推察される。その
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ため，友人関係・学級の悩みや家族・自己の悩
みについて，教師と学生で差がみられたものと
考えられる。
　これまでの研究では，主に児童・生徒の視点
から援助要請の特徴について検討がなされてき
た。そのなかで，児童・生徒は教師に対してあ
まり援助要請をしない傾向があることが指摘
されている（永井，2012；佐藤・渡邉，2013）。
本研究では，潜在的な援助者である教師が，児
童・生徒からの援助要請をどのように捉えてい
るかに焦点をあてた。その結果，児童・生徒が
友人関係や学級の悩み，あるいは家族や自己の
悩み抱えた際に，援助を要請することを必要と
感じる程度は，教師の学校種や教職経験年数，
被援助志向性などによって異なる部分があるこ
とが示された。児童・生徒の援助要請の低さに
は，教師が児童・生徒からの援助要請に対して
もつ意識の違いを反映している可能性が考えら
れる。教師からのサポートや教師との良好な関
係が，児童・生徒の援助要請を促すことが明ら
かにされている（本田他，2011；水野・石隈・
田村，2006；永井・松田，2014）。もし教師が
援助要請をあまり必要と考えていなければ，児
童・生徒は教師をサポーティブであるとは感じ
にくく，悩みを抱えた際にも援助要請をしにく
いだろう。児童・生徒の援助要請を促すために
は，潜在的な援助者である教師側の意識にはた
らきかけることも有効であるかもしれない。
　教師の意識にはたらきかける場のひとつとし
て教員研修がある。児童・生徒が行う援助要請
の特徴やその背景要因等に関する知見を，積極
的に教師に伝えることが重要であると考えられ
る。その際，本研究の知見を踏まえて，学校種
や教職経験年数に応じて研究知見の伝え方を工
夫する必要がある。たとえば，援助要請の必要
性認知が比較的高い小学校教員に対しては，援
助要請の必要性よりも，その背景にある多様な
先行要因についての知見を伝え，援助要請促進
の具体的方策を考えることが有効かもしれな
い。あるいは，教職経験年数が長い高校教員に
対しては，生徒の援助ニーズの実態や援助要請
に対する意識などを伝えることが示唆を与え得

ると考えられる。教師側の援助要請に対する捉
え方に応じて，研究知見の提供の仕方をアレン
ジする必要がある。
　その一方で，全体的にみると，教師は援助要
請の必要性を高く認識していたという点も重要
である。援助要請の必要性認知には一定の分散
がみられたものの，平均値はいずれの項目でも
可能得点範囲内で比較的高い値であった。ま
た，教員養成課程の学生と比べた場合，家族・
自己の悩みについては，どの学校種でも学生よ
りも教師の方が高く，友人関係・学級の悩みに
ついては，高校教員が学生よりも高かった。全
体としてみれば，教師はさまざまな悩みについ
て，児童・生徒からの援助要請を必要なものと
考えており，教師としての自分に相談してくれ
ることを望んでいると推察される。児童・生徒
が教師に対して援助要請を行いにくい傾向があ
ることが指摘されているが（永井，2012；佐藤・
渡邉，2013），教師が援助要請を望んでいると
いうことを児童・生徒に対して積極的に伝える
ことも必要かもしれない。
　最後に今後の課題について述べる。１つ目
に，学校種による違いをより詳細に検討する必
要がある。本研究では，学校種による違いとし
て，小学校教員，中学校教員，高校教員という
枠で比較を行った。こういった比較は，いくつ
かの研究でも行われている（林他，2016；瀬戸，
2009；山内・小林，2000）。しかし，同じ学校
種でも，学校によって組織風土や児童・生徒に
対する対応の方針等は異なる部分があるだろう
し，高校での教育課程によって，生徒が抱える
悩みやそれに対する教師の意識は違う部分もあ
ると考えられる。学校種の特徴をより詳細に捉
えたうえで，援助要請の必要性認知に及ぼす影
響を明らかにすることが必要である。
　２つ目に，教師による援助要請の必要性認知
と児童・生徒の援助要請との関連を検討するこ
とが必要である。これまでの研究で主に援助要
請を行う側の児童・生徒に焦点があてられてき
たことを鑑み，本研究では潜在的な援助者であ
る教師の側から援助要請に対する意識を捉える
ことを試みた。援助要請の必要性認知は，教師
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の学校種や教職経験年数，被援助志向性などに
よって個人差があり，その個人差が児童・生徒
の援助要請のしやすさと関連している可能性が
推察される。しかし，本研究では実際に児童・
生徒の援助要請に関するデータを収集して検討
したわけではない。本研究において，教師側の
援助要請の必要性認知の特徴を明らかにできた
ので，次に児童・生徒が行う援助要請や援助要
請に対してもつ意識との関連を実証的に検討す
ることが課題となる。

注
１ 学生データについて，想定した児童・生徒の

学校種による差を検討した（Table２）。友人
関係・学級の悩みには，有意な差はみられな
かった（η２＝.02，F（2,236）＝2.63，n.s.）。家
族・自己の悩みには，有意な差がみられ（η２

＝.03，F（2,236）＝4.24，p＜.05），小学生が高
校生より高かった。進路・学習の悩みでは，
学校種の効果は有意であったが（η２＝.03，F

（2,236）＝3.04，p＜.05），多重比較はいずれも
有意ではなかった。
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